
2017年10⽉３⽇ 

 

持続可能な社会の形成に向けた⾦融⾏動原則（21世紀⾦融⾏動原則） 
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「脱炭素社会と地⽅創⽣の鍵を握るのは、リース会社」 

三菱 UFJ リース（株）環境・エネルギー事業部 シニアエキスパート 兼 次⻑ 

兼 インフラ事業部 主任部⻑代理  永野 敏隆 

tosnagano@lf.mufg.jp 

 

【リース会社の可能性】 

物と⾦の交差点に⽴っている 

需要側と供給側、推進側（政府・識者など）全ての関係者の事情が把握できる 

『課題』を解消すれば新しい市場が動きだす 

＊ポイント 市場が⼤きくなればいい（個々の企業利益に固執しない） 

政府と同じベクトルで考える 

⾦融が絡むことで動き出す市場 

 

【ESCO】（1998 年〜 2002〜2013 年 ESCO 推進協議会理事） 

⾼効率だが⾼価なシステムを、顧客に予算化してもらうのが『課題』だった 

→経営者への訴求 

→削減された光熱費から返済 

→リース会社への補助⾦交付（2003 年「ESCO 事業における資⾦調達⼿段拡⼤検討委員会」） 

→不公平な契約条件の是正（2003〜06 年「⾃治体 ESCO 導⼊ガイドライン検討委員会」など） 

 

【中⼩企業】 

省エネ法対象外の中⼩企業の省エネ投資が進んでいないという事実 

→2008 年「中⼩企業庁における省エネ実態調査検討委員会」 

→2009年 低炭素設備リース信⽤保険（⽬指したのは機械類信⽤保険制度の復活だったが・・） 

→2010 年 エコリース 

 



【震災】 

可及的速やかな対策が必要だった 

急激に単価が下がってきたLEDに着⽬し、それを加速させる施策を提⾔ 

→2011 年「⽇本再⽣戦略」  

「ESCO、リースなどを活⽤した促進策による公的設備・施設のLED等⾼効率照明の導⼊率

100％」 

→その後 2016 年「地球温暖化対策計画」 

「低炭素機器の導⼊に伴う多額の初期投資費⽤の負担を軽減するためリース⼿法の活⽤を

促進」 

 

 

 

 

【脱炭素社会】 

脱炭素社会実現のためには、技術よりも先に⾦融を整備すべき 

不動産バブルは歓迎されないが、脱炭素バブルは歓迎される 

リース会社が果たすべき役割はおおきい 

リース会社が本気になる施策が必要 

 

【地⽅創⽣】 

なによりもまず『雇⽤』 

FITは千歳⼀遇のチャンス 

都市に集中する富の⼀部を、地域に分配する制度 

FIT以外でも、地域の特性に応じた⽅策を考えるのはリース会社が適任 

 

【連携】 

脱炭素社会の実現と地⽅創⽣のためには、⾦融機関の連携が不可⽋ 

 

 

以上 
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会社概要（2017年6⽉現在）

本社
事業所 東京都江東区東雲⼀丁⽬7番12号

代表者 代表取締役社⻑執⾏役員 瀬川 ⼤介

上場市場 東京証券取引所第⼀部 【証券コード：8566】

資本⾦ 78億9,686万円

従業員数 916名（連結）

設⽴ 1976年（昭和51年）12⽉

■営業拠点（国内25拠点） ■売上⾼・当期純利益
北海道 札幌／旭川
東北 仙台／盛岡
関東 東京(本社・テクノレント）／⽴川／横浜

千葉／さいたま／宇都宮／⽔⼾千葉／さいたま／宇都宮／⽔⼾
中部 名古屋／静岡／⾦沢
関⻄ ⼤阪／神⼾／京都
中国・四国 広島／岡⼭／⾼松／松⼭
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九州 福岡／熊本／那覇



リース事業と当社の特⻑
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社会への提供価値
1976年設⽴

1970年代〜1970年代〜
⽇本の⾼度成⻑時代を下⽀え
リコー製品の販売⽀援会社として誕⽣。複写機の価格が今より⾼額
だった時代 ⽇本経済を下⽀えする中⼩企業を中⼼としたお客様のだった時代、⽇本経済を下⽀えする中⼩企業を中⼼としたお客様の
設備投資を⽀援。以降、社会とともに成⻑。

2000年代〜
社会課題 向き合社会課題に向き合って
少⼦⾼齢化や環境問題等が深刻化する中、医療や介護分野向け
のサービスの提供や、環境に配慮した設備の導⼊を⽀援。

2017年〜
新たな価値創造で社会へ貢献新たな価値創造で社会へ貢献
「リース」の先へという中期経営計画ビジョンのもと、リースや⾦融の枠
組みを超えた環境・社会・お客様の発展に役⽴つサービス・商品を提
供できる企業への成⻑を⽬指す。
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供できる企業への成⻑を⽬指す。



リコーグループ 環境宣⾔

リコーグループ環境宣⾔
環境負荷削減と地球の再⽣能⼒向上に取組み環境負荷削減と地球の再⽣能⼒向上に取組み、

事業を通じて脱炭素社会、循環型社会を実現する。

2050年⽬標2050年⽬標
バリューチェーン全体のGHG排出ゼロを⽬指す

2030年⽬標
・直接排出 30％削減
・間接排出 使⽤30%減 調達15％減・間接排出 使⽤30%減, 調達15％減

(何れも2015年⽐）

RE１００に加盟RE１００に加盟
事業に必要な電⼒を100%再⽣可能エネルギーで調達
することを⽬標に掲げる企業が加盟する国際イニシアチブ

2030年 電⼒の30%切り替え
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2030年 電⼒の30%切り替え
2050年 100%



リコーリース ４つの重要テーマ

Ⅰ 元気で強い会社づくり
Ⅱ 事業を通じた共通価値の創造

元気で強 会社 くり

Ⅲ 脱炭素社会・循環型社会実現への貢献

Ⅳ 地域社会活性化の⽀援
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リコーリース 環境⽬標
Ⅲ 脱炭素社会・循環型社会実現への貢献
重要課題 CSR中期経営計画⽬標（3ヵ年）
１．環境マネジメントステムの継続的な運⽤・改善 EMS各⽬標の達成
２．気候変動の緩和と適応 1,001ｔ－CO2（2019年度）

環境関連商品取扱⾼ 500億円
３．資源循環 ３Rの更なる促進

・適切な回収・処分による省資源・廃棄物の削減適切な回収 処分による省資源 廃棄物の削減

４．⽣物多様性の保全 毎年参加⼈数5%アップ

2030年⽬標基準年度

中⻑期CO2削減⽬標

731.4t（2013年⽐ 40%削減）2013年度 1,220t
2050年⽬標

129 0t（2013年⽐ 89%削減）
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129.0t（2013年⽐ 89%削減）



取り組み事例 環境経営度評価システム

2004年度より開始した独⾃の評価ツール。（8つの視点、75の評価項⽬）
⾃社の環境経営を様々な⾓度から評価 ⾒直し 結果を環境⽬標策定などに活⽤⾃社の環境経営を様々な⾓度から評価・⾒直し、結果を環境⽬標策定などに活⽤。

例）①環境経営システム評価項⽬例）①環境経営システム評価項⽬

１.環境⽅針、計画について【３０点】
１-１：中⻑期的な環境経営のビジョンを策定しているか。（１０）
１-２：中⻑期の計画が⽴案されているか。（１０）１ ２：中⻑期の計画が⽴案されているか。（１０）
１-３：本業での環境への取り組みが取り上げられているか。（１０）
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取り組み事例 事業を通じた環境への貢献
再⽣可能エネルギーや環境配慮型製品の普及に貢献しています。

LED照明蓄電池 太陽光発電

バイオマス発電
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取り組み事例 事業を通じた環境への貢献

電⼒の「地産地消」を⽀援 〜群⾺県中之条町〜
３基⽬の太陽光発電所の導⼊をリコーグループのリソースを活かして⽀援。⽬ 太陽光発電所 導⼊ リ グ プ リソ ス 活か ⽀援。

沢渡温泉
第３太陽光発電所

売電
電⼒会社

㈱中之条パワー
事業者

中之条町

売電

・リース契約
（２０年）
・保険契約
（売電収⼊保証特約付）

設備メンテナンス及び
施設全体の維持管理
（Ｏ＆Ｍ）

（売電収⼊保証特約付）

リース会社
リコーリース

ＥＰＣ
㈱国定電機 リコージャパンリコーリース ㈱国定電機

設備メンテナンス
（Ｏ＆Ｍの⼀部）
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取り組み事例 事業を通じた環境への貢献

エコリース指定事業者として、低炭素機器の普及を後押ししています。

2014年度 2015年度 2016年度

Jクレジット登録実績から 削減CO2量をクレジット化し ⾃社オフセットに使⽤しました

34件 35件 37件

Jクレジット登録実績から、削減CO2量をクレジット化し、⾃社オフセットに使⽤しました。
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取り組み事例 近時の取り組み①

2017年7⽉、物流施設の屋根を活⽤した太陽光発電への割賦契約取り組みを開始しました。

出⼒量 １１．３１MW

屋根置き

ESR社
（物流施設）

RW4/5/6
合同会社

屋根賃貸借
契約

リコーリース
割賦契約

発電事業者のメリット
地上設置の際に必要な造成費⽤が必要なく低コスト

屋根置き 契約

オーナーのメリット
空いている屋根の有効活⽤

地上設置の際に必要な造成費⽤が必要なく低コスト

空いている屋根の有効活⽤
賃料収⼊を得ることができる／遮熱効果による空調コストカット
災害時に⾮常⽤電源として活⽤できる
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災害時に⾮常⽤電源として活⽤できる
設置されたソーラーパネルが⾏っている削減効果をPRできる



取り組み事例 近時の取り組み②

2017年1⽉、バイオマスパワーテクノロジーズ株式会社へ出資しました。
太陽光に次ぐ、多様な再⽣可能エネルギー設備導⼊を⽬指します。

14



取り組み事例 近時の取り組み③
UR都市機構供給の集合住宅管理を⼿掛ける⽇本総合住⽣活株式会社と
「集合住宅にかかる再⽣・活性化等」に協働して取り組む業務提携を締結

社会課題

分譲団地
建物の⽼朽化

少⼦⾼齢化
コミュニティ活⼒

低下

管理組合向け
団地再⽣ロ ン

賃貸住宅の
決済サ ビス団地再⽣ローン

介護事業者等と連携した
⾼齢者向けサービスの提供

決済サービス

建物の再⽣・コミュニティの活性化 ⇒ ⼈と環境にやさしい街づくりを推進
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取り組み事例 ESG情報開⽰及び評価
スコープ３全カテゴリを⾮製造業で初の算出・開⽰。
総排出量134万tの99.9％をスコープ３が占めている。中⼩企業中⼼のお客様に代わっ
てCO2排出量を算定することで お客様のCO2削減に向けた意識向上へ貢献てCO2排出量を算定することで、お客様のCO2削減に向けた意識向上へ貢献。

Cat1 67.1%

Cat13 32.5%
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環境省「物語でわかるサプライチェーン排出量算定」より抜粋



取り組み事例 ESG情報開⽰及び評価

第20回⽇経環境経営度調査 ⾦融部⾨第⼀位第20回⽇経環境経営度調査 ⾦融部⾨第 位

CDP2016 気候変動プログラム 「B」評価

DBJ環境格付融資 最⾼ランク付与・特別表彰受賞

SNAMサステナビリティ・インデックスの構成銘柄に選定

東洋経済CSR企業ランキング ⾦融部⾨9位
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省エネ推進への一方策、ＥＳＣＯ事業の取組

岡野 明浩

一般社団法人ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会

(JAESCO : Japan Association of Energy Service Companies)

Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会

(JAESCO : Japan Association of Energy Service Companies)
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1 地球温暖化について1. 地球温暖化について

3Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 3



地球温暖化対策計画

4Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 出典：環境省 2016年5月, 地球温暖化対策計画（閣議決定）



地球温暖化対策の推進行動

5Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会

5
出典：環境省 平成28年3月



２ ESCO事業とは２. ESCO事業とは

6Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 6



2-1. ESCO全体像
省エネルギーを⺠間の企業活動として⾏い、

顧客に省エネルギー化に関する包括的なサービスを提供するビジネス

（ESCO ： Energy Service Company）

⼀般的な⼯事調達ではなく、役務調達

ESCOの活⽤
エネルギ－効果を保証するため、確実に省エネを図
ることができる。（お客様への利益）
包括的なサ ビス提供により取り扱い製品取り纏め包括的なサービス提供により取り扱い製品取り纏め
ることにより結果として、省エネ規模が⼤きくなる。
（お客様への利益。ESCO事業者の取り扱い規模
の拡⼤）の拡⼤）
事業資⾦調達提案機会の拡⼤。（ESCO事業者
のビジネスチャンス）
ESCO事業関係者の脱炭素社会への貢献。（協

7Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 7

ESCO事業関係者の脱炭素社会への貢献。（協
働事業）



2-２. 設備改修やエネルギー関連の課題

省エネ 省CO2省エネ・省CO2

光熱⽔費の削減

設備更新
設備対応の少量化
労務コストの削減

設備更新
ESCO事業の

トータルサービスで
お客さまのお悩みを

解決します

資⾦調達 設備管理業務
の効率化

8Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 8

効率化



ESCO事業者の提供するサ ビスは 図の①から⑧のサ ビスから構成され 省

2-３. ESCO事業の特徴 (1/2)
ESCO事業者の提供するサービスは、図の①から⑧のサービスから構成され、省

エネルギー効果保証業務を含めた省エネルギーに関する包括的なサービスを
提供しお客様の省エネルギー効果の一部を報酬として享受する事業です。

9Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会



2-３. ESCO事業の特徴 (2/2)
）新たな負担を必要としな 省 ネルギ 促進策 可能性追求
ESCO事業に要する経費は、省エネルギーによる経費削減分で賄うことが⽅針。

１）新たな負担を必要としない省エネルギー促進策の可能性追求

ESCO事業者が省エネ効果を保証
２）ESCO事業者が省エネ効果を保証

ESCO事業者が省エネ効果を保証。

３）包括的なサービスを提供 （資⾦調達を含む）
ESCO事業者が、資⾦調達を含む包括的なサービスを提供。

ギ
省エネルギー改修後の省エネルギー効果の計測・検証を実施。
パフォ マンス契約の中での省エネルギ 効果を明確化

４）省エネルギー効果の計測・検証

パフォーマンス契約の中での省エネルギー効果を明確化。
省エネルギー効果を確認後、顧客はESCO事業者にサービス料を⽀払う．

５）導⼊設備の省エネルギー運⽤の確⽴

10Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 10

省エネ診断や計測・検証業務を通じて⼈材育成の機会
５）導⼊設備の省エネルギ 運⽤の確⽴



2-４. 顧客とESCO事業者の関係（１/２）

顧 客顧 客

パフォーマンス契約 包括的サービスの サ ビス料のマ ス

省エネ量の保証
契約年数
・・・他

・省エネ診断
・事業資⾦の調達

包括的サ ビスの
提供

サービス料の
⽀払い

他 事業資⾦の調達
・省エネ⽅策導⼊のための
設計・施⼯

・導⼊設備の保守・運転管理
省 ネルギ 効果 保証 等

ESCO事業者

・省エネルギー効果の保証 等

事

（特徴）winーwin 協働事業である

11Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 11

（特徴）win win、協働事業である。



・ 省エネルギー効果を保証する

2-４. 顧客とESCO事業者の関係（２/２）
約・省エネルギー効果を保証する

(Performance Contract)
★契約 ★

最終提案書を精査し、保証省エネ量、契約
期間、サービス料、役務分担、エネルギー
報告書（省 ネ計算方法 報告内容） リ

・ 省エネルギーを実現する
ために必要な投資は

事業者が行

報告書（省エネ計算方法、報告内容）、リス
ク分担等を協議し、契約締結

顧客の利益

エネルギー

ESCO事業者が行い、
顧客は得られた省コスト
金額の中から サービス

ESCO
サービス料金効果保証

ESCO導入前の

コストの削減金額の中から、サービス
料金を支払う。
(Pay from the Savings)

ESCO導入後の

エネルギー

ESCO導入前の

エネルギー

コスト

( y g )

コスト

12Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 12



２つの契約基本スキ ム
2-５. ESCO事業の契約⽅式 (1)

①ギャランティード・セイビングス契約
２つの契約基本スキーム

設備資産：お客さま
設備費⽤ お客さ が準備をす設備費⽤：お客さまが準備をする。

（⾃⼰資⾦：銀⾏借⼊ 等）
②シェアード・セイビングス契約

設備資産：ＥＳＣＯ事業者
設備費⽤ ＳＣＯ事業者が準備をす設備費⽤：ＥＳＣＯ事業者が準備をする。

（リ－ス会社 等）

13Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 13



2-６. ESCO事業の契約⽅式 (2)

シェアード・セイビングス契約ギャランティード・セイビングス契約

⾦融

資産 ESCO契約

省エネ効果の

お客さま
⾦融
機関省エネ設備

資⾦調達

お客さま

省エネ効果の
保証

省エネ設備の
設置・所有

性能維持・ESCO契約 資⾦調達
する場合

サービス料の支払い

サービス料の支払い

性能維持・
保守管理

検証・評価

契約

省エネ効果の
保証

省エネ設備の

パフォーマンス保証

パフォーマンス保証

サービス料の支払い設置
性能維持・

保守管理
検証・評価

ESCO
事業者

ESCO
事業者

⾦融
機関

資産

14Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 14

事業者

資⾦調達する場合省エネ設備



３ ESCO事業の特徴と優位性３. ESCO事業の特徴と優位性
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ESCO般的な省エネ改修⼯事

3-1. ESCO事業と⼀般的な省エネ改修⼯事の⽐較

予備診断

ESCO⼀般的な省エネ改修⼯事

予備診断
既設設備調査

詳細エネルギー診断
設計 ⾒積り

省エネ効果
の保証は
⾏わない 省エネ効果

保証 合意
実施計画書の⽴案

ESCOサービス契約

設計・⾒積り 保証の合意

ESCOサービス契約

改修⼯事改修⼯事
⼯事契約

⼯事業者
⼀任 ⼯事管理

省エネルギー効果の
計測・検証運転省エネ効果

省エネ効果
の

設備の運転管理
保守・点検

設備の運転
運転省エネ効果

を検証
しない

の
確認・保証

16Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 16

個別契約 ⼀括契約
（ESCOによる包括的なサービス）



3-2. ESCO事業と⼀般省エネ改修を⽐較してみると…(1)

出所 「平成25年度エネルギ 使用合理化促進基盤整備事業 業務部門出所： 「平成25年度エネルギー使用合理化促進基盤整備事業-業務部門
におけるESCO事業の省エネ効果と普及課題に関する調査」

（以下、経済産業省報告書）

17Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 17
出所：経済産業省報告書31ページ，図2.25「追跡調査に基づく省エネ率の実績値」



3-3. ESCO事業と⼀般省エネ改修を⽐較してみると…(2)

計画値と実績値の両⽅で
⼀般省エネ改修より

⾼ 省 率

事務所、ホテル・旅館、病院の
いずれでも

⾼ 省 率 成⾼い省エネ率 ⾼い省エネ率を達成！

＊2 出所：経済産業省報告書32ページ，図2.26「追跡調査に基づく省エネ率の計算値と実績値の比較」
＊3 出所：経済産業省報告書32ページ，図2.27「追跡調査に基づく業種別省エネ率」
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4 ESCO事業の検討4. ESCO事業の検討
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4-1. ESCOを導⼊するには・・・
1）現在のエネルギー（電気 ガス 燃料等）使⽤量を把握する1）現在のエネルギー（電気、ガス、燃料等）使⽤量を把握する

➡ 最低１年間分を⽤意

2）各ESCO事業者に提案を要請し、内容を精査
➡ 事業実施を判断・決定する経営層の出席が必要

3）ESCO事業者の決定
➡ メリット、提案内容が最も優れた事業者を決定し、詳細診断を要請

4）契約
➡ 最終提案書を精査し、保証省エネ量、契約期間、

ビ 務 ギ （省サービス料、役務分担、エネルギー報告書（省エネ
計算⽅法、報告内容）、リスク分担等を協議し、契約締結

5）ESCO事業者を選定する、またESCOに関するご相談等
➡ ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会

ホームページへアクセス下さい
http://www jaesco or jp/

20Copyright © 2017 ESCO・エネルギーマネジメント推進協議会 20

http://www.jaesco.or.jp/



5 ⽇本のESCO事業5. ⽇本のESCO事業
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5. 国の省エネ・温暖化防⽌政策もESCO普及を強く推進

(1) 環境省
平成19年12月（平成26年2月改訂）、「環境配慮契約法」の基本方針において、国や自
治体等の保有施設の省エネルギー設備導入を図るためにESCOの導入、計画、事業者
選定・ 契約、事業の実施を求める。
・エコリ－ス促進事業（補助金事業）はＥＳＣＯ事業との共同申請が可能となっている。

（２）経済産業省
①平成19年4月省エネルギー対策課が治体向けの導入マニュアルを公表。①平成 年 月省 ネルギ 対策課が治体向けの導入 アルを公表。
②その後、改正省エネ法の告示（工場等判断基準）においてESCO導入検討を明記。
③平成26年4月施行の「工場等における電気の需要の平準化に資する措置に関する
事業者の指針」でESCO活用を明記。

交通省（３）国土交通省
平成26年5月、「環境配慮契約法」の基本方針を踏まえ、官庁施設へのESCOの導入の
一層の促進のため、「官庁施設におけるESCO事業導入実施マニュアル」を再改定。
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【ご参考資料】一般社団法人 ＥＳＣＯ・エネルギーマネジメント推進協議会

弊協議会は、
ＥＳＣＯ・エネルギーマネジメント事業の市場開拓を援助し、業界の健全な発展を図ると
ともに、お客様に対しては、

弊協議会は、
ＥＳＣＯ・エネルギーマネジメント事業の市場開拓を援助し、業界の健全な発展を図ると
ともに、お客様に対しては、
費用対効果の高い包括的な省エネルギーサービスを提供し、もってエネルギー利用の
効率化と地球環境保全に資することを目的としています。
費用対効果の高い包括的な省エネルギーサービスを提供し、もってエネルギー利用の
効率化と地球環境保全に資することを目的としています。

◆設 立・・・・

1999年10月 任意団体として「ＥＳＣＯ推進協議会」 設立

2010年 6月 「一般社団法人ＥＳＣＯ推進協議会」 設立2010年 6月 「 般社団法人ＥＳＣＯ推進協議会」 設立

2016年 5月 名称変更

「一般社団法人ＥＳＣＯ・エネルギーマネジメント推進協議会」

◆会員数◆会員数・・・

89社

◆役 員・・・・

①正会員・賛助会員2017年4月：80社
電力会社、ガス会社、設備施工会社、機器メーカー、エンジニアリング会社、リース会社等
正会員 34 社, 賛助会費 46社, 

②特別会員9：大学教授や関係法人など

会長 ： 茅 陽一 （東京大学名誉教授）
(公財)地球環境産業技術研究機構 理事長

代表理事： 中上 英俊 （(株)住環境計画研究所 代表取締役会長）
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代表理事： 中上 英俊 （(株)住環境計画研究所 代表取締役会長）
（総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会省エネルギー小委員会委員長）



ご静聴ありがとうございましたご静聴ありがとうございました。
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